
1 

業務管理体制整備の事例集 

令和７年１月２７日 群馬県監査指導課 

目 次 

１ はじめに 

（１） 法令上の位置付け 

① 関係法令の改定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P2 

② 関係法令と該当条文・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P2 

（２） 業務管理体制 

① 業務管理体制とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3 

② 業務管理体制の確認検査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4 

（３） 用語の説明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4 

２ 業務管理体制の整備 

（１） 方針の策定(Plan) 

① 方針の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5 

② 方針の周知方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P6 

（２） 業務管理体制に関する内部規程・組織体制の整備(Do) 

① 法令遵守責任者の役割・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P6 

② 法令遵守規程等の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P7 

③ 組織体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P8 

④  事業所単位でできる取組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P9 

（３） 評価(Check) 

① 評価活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P9 

（４） 改善(Action) 

① 改善活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P10 

３ 虐待防止等の取組み 

（１） 虐待防止等の取組み 

① 虐待防止の措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P11 

② 内部通報制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P12 

③ 苦情相談窓口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P13 

（２） ストレスマネジメント・メンタルヘルスケア 

① ストレスマネジメント・メンタルヘルスケア・・・・・・・・・・・・P13 

４ 参考資料 

（１） 法令遵守基本方針（事例）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P15 

（２） 法令遵守規程（事例）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P15 



2 

１ はじめに 

（１） 法令上の位置付け 

①関連法令の改定 

介護サービス事業者、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置

者、指定相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設等の設置者

及び指定障害児相談支援事業者（以下「事業者等」という。）の不正事案の発生を防止

し、介護事業及び障害福祉サービス事業等の運営の適正化を図るため、平成 21 年に介

護保険法、平成 24 年に障害者自立支援法（現在は「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律」（平成 17年法律 123 号。以下「障害者総合支援法」とい

う。））並びに児童福祉法（昭和 22年法律 164 号）が改正され、事業者等は、法令遵守

等の業務管理体制の整備及び届出が義務付けられました。 

②関連法令と該当条文 

【介護保険法】 

ア 介護保険法第 115 条の 32 

（介護保険サービス事業者が該当） 

【障害者総合支援法】 

イ 障害者総合支援法第 51条の 2 

（障害福祉サービス事業者及び障害者支援施設設置者が該当） 

ウ 障害者総合支援法第 51条の 31 

（一般相談支援事業者及び特定相談支援事業者が該当） 

【児童福祉法】 

エ 児童福祉法第 21条の 5の 26 

（障害児通所支援事業者が該当） 

オ 児童福祉法第 24条の 19の 2 

（障害児入所施設設置者が該当） 

カ 児童福祉法第 24条の 38 

（障害児相談支援事業者が該当） 
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（２） 業務管理体制 

①業務管理体制とは 

業務管理体制とは、不正事案の発生防止の観点から、事業者等が関係法令や法人内の

規程等を遵守し、法人の掲げる理念や倫理に沿って適正な事業運営を行うための組織と

しての仕組みのことです。 

業務管理体制の整備については、事業者自ら事業の形態・規模等を考慮し個々の事業

者に見合った実効性のある法令等を遵守する体制を整備することとされています。 

また、省令により、全ての事業者等は、法令遵守責任者の選任が定められ、運営する

事業所等の数が 20 以上の事業者等は、法令遵守責任者の選任に加えて法令遵守規程の

整備が定められ、運営する事業所等の数が 100 以上の事業者等は、法令遵守責任者の選

任と法令遵守規程の整備に加え、法令遵守に係る監査の実施が定められています。 

しかし、これは事業者等が整備する業務管理体制の一部です。事業者等は、自ら法令

遵守の方針を策定し（Plan）、方針に沿って規程や体制を整備し（Do）、定期あるいは随

時評価及び見直しをし（Check）、必要に応じて改善活動に取組む（Action）必要がある

ことに留意してください。 

業務管理体制を整備した後は、事業者等で定めた規則を従業員に浸透させることが重

要です。周知活動は一度すればよいものではなく、繰り返して行うことで、法令遵守

（コンプライアンス）に強い組織風土が作られます。 

また、業務管理体制を整備すれば問題は絶対に起こらないということはありません。

問題が発生した場合には、問題を適切に処理し、その後に問題の発生を防げなかった業

務管理体制を見直し、改善することで、再発防止活動に取り組むことが重要です。 

業務管理体制については、上述の PDCA サイクルにより運用していくことが望まれま

す。 

【法令等遵守態勢の概念図】 
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②業務管理体制の確認検査 

群馬県では、届出のあった業務管理体制の整備内容と運用状況を確認するため「群馬

県介護サービス事業者業務管理体制確認検査実施要綱」及び「群馬県障害福祉サービス事

業者等業務管理体制確認検査実施要綱」を策定し、県に届出のあった全ての事業者を対

象として、介護保険サービス事業者は平成 21 年度から、障害福祉サービス事業者等は平

成 27 年度から確認検査（一般検査）を実施しています。 

この検査は、事業者等の規模・法人種別等に応じた適切な業務管理体制が整備されて

いるかについて確認し、必要に応じて事業者自らが業務管理体制の改善を図り、法令等

の遵守に取り組めるよう意識付けを行うことを目的として実施しています。 

※業務管理体制に関する情報 

○群馬県ホームページ 

●介護サービス事業者 

「トップページ > 組織からさがす > 健康福祉部 > 介護高齢課 > 施設・事業者向

け情報 > 業務管理介護保険事業者における業務管理体制の整備について」 

（https://www.pref.gunma.jp/page/6178.html） 

○厚生労働省ホームページ 

●介護サービス事業者 

「ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 

> 介護・高齢者福祉 > 介護サービス事業者の業務管理体制」 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha

/service/index.html） 

●障害福祉サービス事業者等 

「ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 

> 障害福祉サービス事業者等の業務管理体制の整備に関する届出」 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/ 

shougaishahukushi/kanriseibi/index.html） 

（３） 用語の説明 

○法令遵守（コンプライアンス） 

単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的 

（社会的要請）や社会通念に沿った適応を考慮したもの。 

○態勢 

組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組みを

指したもの。 

○ストレスマネジメント 

ストレスとの上手な付き合い方を考え、適切な対処法をしていくこと。 

○メンタルヘルスケア 

心の健康対策のこと。 
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２ 業務管理体制の整備 

（１） 方針の策定（Plan） 

業務管理体制整備の第一歩は業務管理の方針の策定です。業務管理体制の方針とは、法

人の理念や、大切にしている価値観を土台に、従業員一人ひとりが正しい行動をとるため

の基盤となるものです。 

この方針が組織内に浸透することで、法令遵守に強い組織の風土が作られます。 

①方針の策定 

 

※上記事例の他、法人の理念として事業所内に掲示している事例や、法人設立の趣旨

と併せて、採用時の面接等で説明している事例もあります。 

※法令遵守の基本方針について、文書化していない場合もありますが、組織として法

令遵守の意志を表明するために、文書化しておくことが望まれます。 
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②方針の周知方法 

 

（２） 業務管理体制に関する内部規程・組織体制の整備（Do） 

法令遵守の基本方針に則り、内部規程の作成や、組織体制を構築します。基本方針を 

達成するための具体的な取組みであり、実効性のある内容となっていることが重要です。 

①法令遵守責任者の役割 

法令遵守責任者の設置は、全ての事業者等に義務付けられています。法令遵守責任者

は、法人内で法令遵守の実施・運用に関して責任を持ち、法令遵守の観点から経営者

（陣）に対しても積極的に提言できる職位の者を選任することが重要です。具体的に

は、法令遵守担当部署の部長、総務課長、事務長、管理者等が選任されています。法令

遵守責任者の業務については、法令遵守に関する責任者として日々の業務の中で確認す

べき事項等具体的な内容を定めておくことが望まれます。 

また、法令遵守責任者が誰なのか、従業員に周知することも、法人の法令遵守に対す

る意識の高さを表明することになり、従業員の意識にも反映されます。 

※法令遵守責任者の周知方法については、方針の周知と同様の方法が考えられます。 
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事例３法令遵守責任者が苦情解決等の責任者となっている 

事業所に対して苦情があった際に法令遵守責任者に報告が行き、相談・苦情等の中

で法令等違反行為に関する情報が含まれるものについて、情報を保有する者から適切

に情報を取得し、分析・検討の上、その内容を業務の担当者等に還元します。 

このような報告・分析を行うために、苦情や事故記録、業務報告書等の様式を定型

化し、必要な項目を決めておくことが望まれます。 

事例４法令遵守責任者が法令遵守に関する情報を収集し、従業員に周知する 

全国での不正、不祥事、事件、その他国の通知等情報収集を行い、従業員に対して

情報提供を行っている事例です。 

他の事業者等で発生した問題が自社で発生する可能性を考えて業務内容を見直すこ

とや、法令等の改正に合わせて内部規程等を改正することは、業務管理体制の評価・ 

改善活動にもつながります。 

②法令遵守規程等の策定 

運営する事業所の数が 20 以上の事業者等については、法令遵守規程の策定が義務

付けられています。 
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③組織体制の整備 

事例２ 

従業員の役職等に応じた役割や権限、責任を定めている 
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④事業所単位でできる取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 評価（Check） 

評価活動には、業務上の法令等遵守態勢の評価に加え、業務内容に法令等違反となる可

能性の有る行為や業務遂行上不適切な事案が認められた場合には、当該事案を未然に防ぐ

ことができなかった業務管理体制の評価も行うことが重要です。 

①評価活動 
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※自主点検表の掲載ページ 

群馬県ホームページ(https://www.pref.gunma.jp/)にアクセスし、トップページ上

部の検索バーに「自主点検表」と入力して検索していただくと、検索結果に各サービ

ス種別の自主点検表の掲載ページが表示されます。 

 

 

 
 

 

 

（４） 改善（Action） 

①改善活動 

経営者（陣）は、前記の評価・分析の結果に基づき、必要に応じて改善計画を策定し

これを実施する等の方法により、適時適切に発見された業務上の問題点と態勢上の弱い

点の改善を行います。 



11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 虐待防止等の取組み 

虐待を未然に防止するためには、施設又は事業所を運営している事業者が適切な業務管

理体制を構築することが重要です。このため、群馬県では虐待事案を未然に防ぐための取

組みが行われているかを業務管理体制の重点項目として確認しています。 

（１） 虐待防止等の取組み 

①虐待防止の措置 

虐待を防止するためには、虐待を未然に防止する予防的取組みが最も重要になりま

す。虐待は突然発生するものではなく、不適切なケア、不適切な施設・事業所運営の延

長線上にあると認識することが必要です。 
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②内部通報制度 

従業員等法人内部の者が法人の指定する担当部署（者）に法令違反等の疑いのある行

為を発見した場合に通報できる制度です。内部通報制度を整備することで、法人内部の

不適正事案を問題が深刻化する前に発見・解決することができるようになるだけでな

く、内部通報制度の存在自体が不正の抑制にもつながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内部通報制度に関しては、消費者庁が「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の

整備・運用に関する 民間事業者向けガイドライン」を出しています。内部通報制度

の整備の参考にしてください。 

「消費者庁ホームページ」から 

【消費者庁ホーム > 政策 > 政策一覧(消費者庁のしごと) > 公益通報・事業者連携 

・物価 > 公益通報者保護制度 > 公益通報者保護法と制度の概要】 

（https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_pro

tection_system/overview） 
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③苦情相談窓口 

内部通報制度が法人の内部からの相談・苦情・通報を受け付ける制度であるのに対して、

苦情相談窓口は法人の外部からの相談・苦情・通報を受け付ける制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ストレスマネジメント・メンタルヘルスケア 

①ストレスマネジメント・メンタルヘルスケア 

予防、発見、対処の３つがポイントとなります。メンタルヘルスケアの基礎となるの

は日常のコミュニケーションです。日常のコミュニケーションが活発になると、従業員

の変化に気づくことができ、早期にストレスに対処することができるようになります。 
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※ストレスマネジメント・メンタルヘルスケアに関して、厚生労働省が「Relax 職

場における心の健康づくり～労働者の心の健康の保持増進のための指針～」を出して

います。ストレスマネジメント・メンタルヘルスケアに関する取組の参考にしてくだ

さい。 

「働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト」から 

【HOME パンフレット・リーフレット／マニュアル・報告書等 

／職場のメンタルヘルス対策】 

（https://kokoro.mhlw.go.jp/brochure/index/#head-7） 
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※メンタルヘルス対策支援として、群馬産業保健総合支援センターが管理監督者に対す

るメンタルヘルス研修や、若年労働者向けメンタルヘルス研修、職場環境等の把握と

改善に係る個別訪問支援等を行っていますので、御活用ください。 

「群馬産業保健総合支援センター」（https://www.gunmas.johas.go.jp） 

４ 参考資料 

（１） 法令遵守の基本方針（事例） 

○○○○コンプライアンス基本方針 

１． コンプライアンスの徹底 

○○○○は、設立の目的を達成するため、「老後の安心と幸せを提供することにより社会

へ貢献する」「はたらく人たちの人間性を大切にする」との基本理念に基づき、働くすべて

の人々の法的安全を守り、適正かつ健全な事業を継続的に実施することにより、社会的、

公共的な責任を果たすことのできる法人統治の確立を目的として、コンプライアンスの徹

底を図ります。 

２． コンプライアンス・マニュアル 

○○○○は、コンプライアンス態勢を確立するため、適切な組織の構築、諸規定の整

備、業務執行及び評価について定めるコンプライアンス・マニュアルを策定し、維持しま

す。 

また、これを適宜見直しつつ改善を行い、老人福祉法、介護保険法をはじめとする法令

等を遵守し、効率的に業務を執行する態勢の確立を図ります。 

３． 行動指針 

○○○○は、コンプライアンスの徹底を図るため、役員及び職員等一人ひとりの行動の

基本指針として、行動指針を策定し、維持します。 

（２） 法令遵守規程（事例） 

○○○○コンプライアンス管理規程 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この規程は、○○○○のコンプライアンスに関し必要な事項を定めることにより、

すべての役職員等が法令等を遵守し高い倫理性を保持して業務を遂行する態勢(以下

「コンプライアンス態勢」という。) を確立し、もって○○○○の適正な事業運営と健

全な発展を図ることを目的とする。 
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(定義) 

第２条 この規程において「コンプライアンス」とは、法令等を遵守するとともに、法令の

目的である社会的要請、社会通念及び社会倫理等を尊重して行動することをいう。 

２ この規程において「法令等」とは、法律及びこれに基づく命令（告示、通知を含

む。）、条例並びに定款、自主行動基準及び各種規程、業界自主規制並びにこれらに関

連する通知等明確に文章化された社会ルールをいう。 

３ この規程において「役職員等」とは、役員及び職員、準職員及び契約職員をいう。 

(役職員等の責務) 第３条 役職員等は、業務活動が社会からの信頼の上に成り立つことを

自覚するとともに、自らが業務活動の一端を担っていることを深く認識し、常に誠実に

判断し、行動する責務を有する。 

２ 役職員等は、自らの専門知識、技術の維持向上など自己研鑽に努めるとともに、それを

活かし、業務活動を発展させることにより、定款に定める目的の達成に積極的に貢献す

る責務を有する。 

第２章 基本方針及び組織 

(基本方針等) 第４条 役員会は、○○○○コンプライアンス態勢を確立するため、コンプ

ライアンスの基本方針及びコンプライアンス・マニュアルその他の重要事項を決定す

る。 

（コンプライアンス委員会の所掌事務）第５条 コンプライア

ンス委員会は、次に掲げる事務を行う。 

（1） 基本方針、マニュアル又はコンプライアンスに関する諸規定の立案 

（2） 第１５条に規定するコンプライアンス実践計画の立案 

（3） 第１６条に規定するコンプライアンス指導指針の策定その他この規程に基づいて委員

会が行うこととされた事務 

（4） 情報管理（関係法令等改正及び自治体の指導指示の把握、社内外の情報の収集及び提

供、コンプライアンスに関する記録及び文書の管理基準の決定等） 

（5） コンプライアンスに係る研修の企画及び立案並びに実施状況の定期的な把握 

（6） その他コンプライアンスに係る重要な事項についての調査、企画及び立案 

（コンプライアンス責任者）第６条 役員会は、コンプライアンスを推進し役職員等の

適切な職務執行が図られるよう、役員のうち一人をコンプライアンス責任者として指

名する。 

（コンプライアンス統括部門）第７条 本部にコン

プライアンス統括部門を置く。 

２ 統括部門は責任者の指揮命令の下に、コンプライアンスを推進するため、業務活動の公

正な遂行の確保その他コンプライアンスに関する業務を行う。 
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３ 統括部門は、コンプライアンスを徹底する観点から、コンプライアンスの状況について

継続的なモニタリングを行う。 

（コンプライアンス管理者）第８条 統括部門に必要な知識と経験を有するコン

プライアンス管理者を置く。 

２ 管理者は、○○部長をもってあてる。 

３ 管理者は、コンプライアンスに関する状況の把握、職員の研修、法令情報の収集・提

供、違反行為の通報・相談への適切な対応等を行い、委員会及び役員会に報告しなけ

ればならない。 

４ 管理者は、第１５条に規定するコンプライアンス実践計画を適時適切に実施するとと

もに、進捗状況や達成状況をフォローアップし、委員会、役員会及び監査役に報告し

なければならない。 

（コンプライアンス担当者）第９条 本部及び事業所（施設）にコン

プライアンス担当者を置く。 

２ 本部の担当者は、○○部課長をもってあて、事業所（施設）の担当者は、事業所管理者

（施設長）をもってあてる。 

３ 担当者は、本部又は事業所（施設）におけるコンプライアンス情報を集約し、管理者に

随時又は定期的に報告し、本部又は当該事業所（施設）のコンプライアンスを推進しな

ければならない。 

（関連部門の連携）第１０条 統括部門は、コンプライアンスに関連する各種の情報が所

在する部門と連絡及び連携を密接にしなければならない。 

２ 管理者は、担当者、苦情処理を担当する者又は生活相談員等との間で、必要な連携を図

り、必要な情報の収集及び支援を行う。 

第３章 コンプライアンスの推進 

（法令等の遵守）第１１条 役職員等は、業務活動又は経理事務の執行等に当たり、法令

等を遵守し、不正を行ってはならない。 

２ 役職員等は、計画・立案、申請、実施、報告等の業務活動又は経理事務の遂行等の各

過程において、本規程の趣旨に沿って誠実に行動するものとし、業務活動等で得たデー

タ等の記録保存及び厳正な取扱いを徹底し、ねつ造、改ざん、盗用等の不正行為等を行

ってはならない。 

（職場環境の整備）第１２条 役職員等は、業務活動等の実施に当たり責任ある行動と不

正行為の防止を図るためには公正な業務遂行を重視する職場環境の確立が重要であるこ

とを自覚し、所属する部署における職場環境の質的向上に積極的に取り組まなければな

らない。 



18 

（利益相反）第１３条 役職員等は、業務活動の実施に当たり、個人と組織、あるいは異

なる組織との利益の衝突に細心の注意を払い、適切に対応しなければならない。 

（コンプライアンス違反行為の処理）第１４条 管理者は、コンプライアンス違反行為の

疑いがあると判断した場合には、速やかに事実関係を調査し、その事実が法令上の違反

行為に該当するか検証し、必要な場合には速やかに改善措置を講ずる等適切に対処しな

ければならない。 

２ 管理者は、前項の調査によりコンプライアンス違反行為となる事実が認められたとき

は、速やかに当該事実を責任者及び社長に報告しなければならない。 

３ 管理者は、コンプライアンス違反に関連する情報の分析等により、再発防止又は未然防

止のための措置を速やかに講じ、その内容を委員会及び役員会に報告しなければならな

い。 

（コンプライアンス実践計画）第１５条 役員会は、毎年度、内部規程の整備、職員研修

計画及びモニタリング等を内容とする具体的なコンプライアンス実践計画を策定する。 

（コンプライアンス指導指針）第１６条 委員会は、役職員等が遵守すべき法令等の解

説、モニタリングの方法、違法行為を発見した場合の対処方針を網羅し、平易かつ適切

に規定するコンプライアンス指導指針を策定し、役職員等に周知させなければならな

い。 

（研修）第１７条 社長は、コンプライアンス態勢を徹底するため、役職員等を対象とし

た法令基礎研修その他の研修を実施する。 

２ 前項の研修は、統括部門が所管する。 

（法令情報の収集・提供）第１８条 統括部門は、法令等の制定又は改廃の動向の把握に

努め、有用な情報を提供しなければならない。 

２ 担当者は、他の部門にも有用と思われる情報を取得したときは、統括部門に報告し、情

報の共有に努めなければならない。 

３ 管理者及び担当者は、収集した情報を適切に管理し、内容を分析し、法令等違反行為の

未然防止又は再発防止を含むコンプライアンスの改善に役立てなければならない。 

（記録等の管理）第１９条 委員会は、コンプライアンスに関する記録又は文書の種類、

作成の要否、保管場所、保管期間、アクセス方法、アクセス権限、廃止方法等の管理基

準を必要に応じて定める。 

２ 管理者及び担当者は、前項の管理基準に基づき、コンプライアンスに関する記録又は文

書を管理しなければならない。 

（内部通報等）第２０条 ○○○○は、独自に法令等違反行為に関する内部の通報及び相

談制度を設けた上で、役職員及び退職者並びに取引事業者の従業員に対し、職場や業務
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で重要な法令等違反の事実や危険を知り、かつ職制を通じた自立的な解決が難しいとき

は、通報又は相談窓口に直接通報又は相談するよう周知徹底するとともに、その通報又

は相談行為に対して不利益を課さないことを保証しなければならない。 

２ 前項の内部通報等の制度については、別に定める規程による。 

第４章 監査及び規程の見直し 

（監査）第２１条 社長は、コンプライアンス監査担当者を任命して、少なくとも毎年１

回、マニュアル及びコンプライアンス実践計画等の遵守状況について監査を行わなければ

ならない。 

（規程の見直し）第２２条 本規程の改廃は、役員会が決定する。 

附則 

（施行期日）この規程は、令和○年○月○日から施行する。 


